予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：中小企業振興費　　　
	事業名　公益財団法人ソフトピアジャパン運営補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　商工労働部情報産業課ＩＴ拠点係　電話番号：058-272-1111（内3114）

　　　　　　　E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　223,560千円（前年度予算額：205,847千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	205,847
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	205,847

	要求額
	223,560
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	223,560

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
公益財団法人ソフトピアジャパン（以下、「財団」という。）は、平成８年の設立以来、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成に寄与することを目的に、情報産業の高度化や産業の情報化などに取り組んでいる。
特に、近年では、ITの最新技術や動向を取集し、情報と人、人と人をつなげていき、新たなビジネスチャンスが生まれるよう「次」に挑戦するとの意味を込め「Connect Next」をスローガンに、IT人材の育成や、中小企業の情報化、企業間及び産学官連携を推進している。

平成26年度については、新たに岐阜県版成長・雇用戦略の一環として「産学官連携による共同開発事業」を創設し、ＩＡＭＡＳが持つ「知的資源」と、県内企業が持つ「ニーズ」を、異業種・異分野交流の場を通じてマッチングし、新商品・新サービスの共同開発・商品化を行うことで新たな市場や販路を開拓し、県内産業の成長につなげていく。
（２）事業内容

情報産業の高度化、産業の情報化及び地域の情報化を推進するため、財団が行う以下の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。

（ア）産業高度化事業

①中小企業情報化支援事業
ネットビジネス等ITのビジネス活用に向けたセミナー、IT経営相談、IT経営アドバイザー派遣等を実施

②ソフトピアジャパン企業支援事業

　ソフトピアジャパン進出企業の販路開拓支援等を実施

（イ）新サービス創出機能強化事業

①新サービス創出拠点事業

新サービス・新商品創出のためのコミュニティを中心とした技術勉強会、最新動向セミナー及び産学連携支援等を実施
②新産学官連携による共同開発事業

IAMAS等のリソースを活用し、新しいサービス・商品等に結び付けるための開発事業・実証実験事業を実施
（ウ）人材育成事業

　　　 IT企業やIT部門、中小企業等のIT技術の習熟レベルに対応した人材育成を実施

（３）県負担・補助率の考え方

　　　岐阜県が推進するソフトピアジャパンプロジェクトの中核機能として、県が設立した公益財団法人ソフトピアジャパンがその設立目的たる事業を実施するのに要する費用であり、県がこれに必要な経費を負担する。
（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	148,000
	職員27名

	一般管理費
	21,285
	理事会運営経費、財産管理費、広報費用等

	新サービス創出拠点事業
	33,696
	新サービス創出の促進1,580

新産官学連携による共同開発推進32,116

	人材育成事業
	7,941
	ＩＴ技術者育成研修等の実施

	産業高度化事業
	12,638
	中小企業情報化支援6,161
ソフトピアジャパン企業支援 6,477

	合計
	218,983
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県長期構想
　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした地域づくり

　　　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　・中部圏のIT人材育成・供給拠点であるソフトピアジャパンの活用を促進する。

　　　　　・企業のIT投資を促進する。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
岐阜県の情報産業の高度化や産業の情報化等を推進し、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成を目指す。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ソフトピアジャパン企業進出数
	（H  ）
	133
（H14）
	137
（H20）
	152
（H25）
	187
（H26）
	81.3％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○新サービス創出拠点事業

　　新サービス創出に繋がる勉強会等を19回開催し247名が参加。
　　企業連携を促進するビジネスマッチング等を４回実施し377名が参加。
○人材育成事業

　ソフトピアジャパン産業人材育成事業

　　中小企業、学校等のニーズに応じた研修を16回実施し、1,143名が受講

　IT利活用開発技術者育成事業

　　スマートフォン関連研修など94講座を実施し、716名が受講

　　技術セミナー、IT利活用セミナーを５回開催し、248名が参加

　　IT技術交流会を９回開催し、144名が参加

○人材育成事業

　ソフトピアジャパン産業人材育成事業

　　中小企業、学校等のニーズに応じた研修を16回実施し、1,143名が受講


	○産業高度化事業

　中小企業情報化支援事業

　　商工会議所との連携セミナーを21回開催し、714名が参加

IT経営相談対応事業

　　中小企業からの経営課題に対して訪問支援等を実施。支援回数395回
　ソフトピアジャパン企業支援事業
　　専任経営アドバイザーによるコンサルティング、販路開拓・交流支援




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　新サービス創出支援事業では、新サービス・新商品の創出に必要となるスマートフォン等の新しい技術力に関するセミナーや勉強会を開催することで、ソフトピアエリア内企業を中心とした県内企業の技術力向上を支援できた。
また、人材育成事業では、中小企業や学校等のニーズに応じた内容・日時に研修を実施することで、県内中小企業のIT利活用に寄与するとともに、スマートフォンアプリ等の開発や最新の技術のセミナー・勉強会を開催したことによりIT人材育成に寄与した。
産業高度化事業では、県内中小企業のIT活用の啓発や、経営課題解決、企業の競争力向上に寄与するとともに、ソフトピアジャパンエリア内企業の競争力強化を促進した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	暮らしよい岐阜県の実現に向け、情報産業の高度化、産業の情報化等を引き続き推進する。特に平成26年度からは岐阜県版成長・雇用戦略の一環として、「産官学連携による共同開発支援事業」を実施し、新サービスを創出することで成長産業育成に取り組む。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	人材育成や企業支援効果により、ソフトピアジャパン全体の入居率も向上し、賑わいがみられるようになった。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	毎年度経費の削減・事業内容の見直しを行っている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地域に根差した産業の利益拡大と地域雇用の創出を図るため、引き続き情報産業の振興と産業の情報化に向けた取り組みが必要。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

人材育成や企業支援を通じて引き続き県内産業の情報化と情報産業の振興を図るとともに、平成26年度に予定されるＩＡＭＡＳ（情報科学芸術大学院大学）のソフトピアエリア内への移転を契機として、ＩＡＭＡＳの持つシーズなどを活かした産官学連携による新サービスの創出に取り組む。



